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2009年
12億900万t

1990年比‐4.1%

京都議定書約束期間

（2008～12年）

1990年比80%削減
（地球温暖化対策基本法案）

我が国の温室効果ガス排出状況と中長期目標

中期目標（9/22鳩山総理発表）
（1990年比－25％）
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我が国の最終エネルギー消費の推移と民生部門のエネルギー消費の推移

●我が国の最終エネルギー消費の推移を見ると、全体の３割以上を占める民生部門は、産業、運輸部門に比し、過去か
らの増加が顕著。省エネ対策の強化が最も求められている部門。

業務部門

家庭部門

58%

42%

【民生（業務／家庭）部門の内訳】【最終エネルギー消費の推移】

1990-2009

1.38倍

1990-2009

1.23倍

（年度）

（PJ）

産業部門

民生部門

運輸部門

50.3%

26.5%

23.2%

42.8%

33.6%

23.6%

1990-2009

1.06倍

1990-2009

1.31倍

1990-2009

0.88倍

（PJ）

（年度）

出典:平成21年度エネルギー需給実績（資源エネルギー庁） 3



【省エネ法 第72条（要約）】
住宅・建築物の建築、修繕等をしようとする者及び所有者は、国が定める基本方針に留意して、住宅・建築物に係るエネ

ルギーの使用の合理化に努めなければならない。

対象
義務

建築物 住宅

第１種特定建築物
（2,000㎡以上）

第２種特定建築物
（300～2,000㎡）

第１種特定建築物
（2,000㎡以上）

第２種特定建築物
（300～2,000㎡）

住宅事業建築主
（150戸/年以上）

①新築・増改築時の
省エネ措置の届出義務

届出義務 届出義務 届出義務 届出義務

－指示・公表・命令・
罰則

勧告
指示・公表・命令・

罰則
勧告

②大規模な設備改修時の
省エネ措置の届出義務

届出義務

－
届出義務

－ －指示・公表・命令・
罰則

指示・公表・命令・
罰則

③省エネルギー措置の届
出後の３年毎の維持保
全状況の定期報告義務

届出義務 届出義務 届出義務
－ －

勧告 勧告 勧告

④住宅事業建築主の特定
住宅における省エネ性
能の向上

－ － － －
努力義務

勧告・公表・命令

省エネ法における義務の対象及びエネルギーの効率的利用のための措置が著しく不十分な場合の担保措置について

・エネルギーの効率的利用のための措置の届出義務違反⇒５０万円以下の罰金
・維持保全状況の定期報告義務違反⇒５０万円以下の罰金

※300㎡未満の住宅・建築物（住宅事業建築主（150戸/年以上）が新築する特定住宅を除く）については、努力義務のみ。

省エネ法（住宅・建築物）の概要
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●全国を６つの地域に区分し、地域ごとに断熱性、日射遮蔽性等に関する基準を規定。
●1980（昭和55）年に制定。1992（平成4）年、1999（平成11）年に強化。
●2006年に共用部分の建築設備に関する事項を追加。

●木造戸建住宅の断熱化のイメージ ●年間暖冷房エネルギー消費量※の試算

●基準ごとの断熱仕様等の比較

項 目 S55年以前 S55年基準 H4年基準 H11年基準（現行基準）

性能基準 熱損失係数 － 5.2 W/（㎡K）以下 4.2 W/（㎡K）以下 2.7 W/（㎡K）以下

仕様基準
（例）

断熱材（外壁） なし グラスウール30㎜ グラスウール40㎜ グラスウール100㎜

断熱材（天井） なし グラスウール40㎜ グラスウール55㎜ グラスウール180㎜

開口部（窓）
アルミサッシ

＋単板
アルミサッシ

＋単板
アルミサッシ

＋単板
アルミ二重サッシ

又はアルミサッシ＋複層ガラス

年間暖冷房費※ 約 6万5千円/年 約4万7千円/年 約3万4千円/年 約3万1千円/年

年間暖冷房エネルギー消費量※ 約28GJ 約20GJ 約15GJ 約13GJ

※ 一定の仮定をおいて、国土交通省において試算。

住宅の省エネ基準
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● トップランナー基準（住宅事業建築主の判断の基準）

・住宅の建築を業として行う建築主（住宅事業建築主）に対して、その供給する建売戸建住宅の省エネ性能の向上の目標を定
め、断熱性能の確保、効率性の高い建築設備の導入等により、一層の省エネ性能の向上を誘導。

・目標年次（５年後（２０１３年度）を目標年次として設定）において、目標の達成状況が不十分であるなど、省エネ性能の向上を相
当程度行う必要があると認めるときは、国土交通大臣は、当該住宅事業建築主に対し、その目標を示して性能の向上を図るべ
き旨の勧告、その勧告に従わなかったときは公表、命令（罰則）。

省エネ基準 （住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準（平成11年告示））

トップランナー基準（住宅事業建築主の判断の基準（平成21年告示））

外壁、窓等の断熱性能
を評価する

設備の省エネ性能は
評価しない

暖冷房
設備

換気
設備

照明
設備

給湯
設備

太陽光
発電設備等

外壁、窓等の断熱性能と設備の省エネ性能をエネルギー消費量により総合的に評価す
る（省エネ性能の高い設備はプラス評価、省エネ性能の低い設備はマイナス評価となる。）

標準的な設備が設置する
場合と比べて、

エネルギー消費量
の合計を１０％削減
する取り組み

標準的な

暖冷房
設備

標準的な

換気
設備

標準的な

照明
設備

標準的な

給湯
設備

トップランナー基準（住宅事業建築主の判断の基準）
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住宅・建築物の省エネルギー化の進捗状況

当該年度に建築確認された建築物（2,000㎡以上）のうち、省エ
ネ判断基準（平成11年基準）に適合している建築物の床面積
の割合

※

新築住宅における省エネ判断基準適合率※の推移
（平成11年基準）

新築建築物の省エネ判断基準適合率※の推移
（平成11年基準）

3 7 9
12

15 15 15 16 18

26

39

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

（単位：％）

※ 2009年度までは2010年度における住宅の断熱水準別戸数分布調査
による推計値、2010年度は住宅エコポイント発行戸数（戸建住宅）、省エネ
法の届出調査（共同住宅等）による推計値（暫定値）

2006年4月より省

エネ措置の届出
を義務付け

2010年4月より省

エネ措置の届出対
象を拡大

2003年4月より省

エネ措置の届出
を義務付け

（単位：％）
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住宅・建築物分野における対策

大規模建築物の省エネ基準体系の見直し

※これまでの設備毎の基準から、建築物全体での一次エネルギ
ー消費量に着目した基準へ

省エネ基準適合義務化及びその工程を検討

※産業・運輸等他部門の義務化等の取組みとの整合や国民・企
業負担への配慮、機器等の性能担保方法、伝統的な木造住
宅や住まい方の評価方法等に課題。

省エネ性能等の表示（ラベリング等）による 「見える化」の促進

住宅・建築分野に
おいて活用余地の
大きい太陽光発電
や、太陽熱・地中熱
の導入を推進。

補助、税制等の支
援による省エネ・リ
フォームの推進。

LCCM（ライフサイクル・カーボ
ン・マイナス）住宅の普及等に
より、建設から維持管理、廃棄
・再利用等までライフサイクル
を通じたCO2排出削減。

快適性や健康性、知的生産性の向上など間接
的便益の「見える化」の推進

住宅・建築物の省エネ化を通じた高性能化、
付加価値向上による住宅・建設産業活性化と
中小事業者への配慮

ハードの取組みに加え、住まい方や使い方な
どのソフトの取組の推進

住宅・建築物の省エネ化 再生可能エネル
ギーの導入

ライフサイクル全体を
通じたCO2排出削減

CO2排出削減と快適性等の
間接的便益の実現

住宅・建設市場の活性化 国民、事業者、行政が一体となった
ハード・ソフトの取組の推進

■ CO2排出削減対策の進め方

住宅・建築物に関する省エネルギー・省CO2への取組み

住宅・建築物の省エネ対策の強化に関する支援策

○環境・ストック活用推進事業 （平成23年度予算：160億円）

⇒省CO2技術（断熱、設備、自然エネルギー等）の普及啓発に寄与する先導的な住宅・建築物プロジェクトや住宅・建築物の省エネ性能の向上に資するリフォーム等に対する支援

○住宅エコポイント制度 （平成21年度～平成22年度補正予算等合計：2,442億円（３省合計））

⇒H23年7月末までに着工・着手した新築・リフォーム工事を対象として終了

○優良住宅取得支援制度（フラット35S） （平成22年度経済危機対応・地域活性化予備費：2,235億円）

○住宅の省エネ改修に係る所得税・固定資産税の控除等

既存ストック
対策

経済産業省、国土交通省及び環境省が連携して、有識者、実務者等から構成する「低炭素社会に向けた住まいと住まい方推進
会議」を設置し、住まいのあり方や住まい方について、省エネ・省CO2の推進方策を検討中。
※「新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）」において「省エネ基準の適合義務化について、対象、時期等の検討」が2011年に見込まれる主要な成果
の一つとして位置づけられている。

■ CO2排出削減対策の基本的方向
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住宅性能表示制度とは、住宅の基本的な性能について、

共通のルール（国が定める性能評価項目・性能評価基準）に基づき、

公正中立な第三者機関（登録住宅性能評価機関）が

設計図書の審査や施工現場の検査を経て等級などで評価し、

評価書（※１）が交付された住宅については、迅速に専門的な紛争処理が受けられる

平成12年度から運用が実施された任意の制度である。
（※1 建設住宅性能評価書に限る)

●住宅性能表示制度の実績（新築住宅・H12～H22)10分野32項目について
等級等による評価等を行う。

〔例〕「⑤温熱環境」の場合

項目 等級 具体的な性能

5-1 省
エネル
ギー対
策等級

等級４
エネルギーの大きな削減のための対策が講じられている
（H11年省エネ告示レベル）

等級３
エネルギーの一定程度の削減のための対策が講じられている
（H4年省エネ告示レベル）

等級２
エネルギーの小さな削減のための対策が講じられている
（S55年省エネ告示レベル）

等級１ その他 （断熱なし等）

・平成22年度の実績は19万戸強。(※２)

・新設住宅の20％強が住宅性能表示制度を利用している。

(※2）設計住宅性能評価書の交付ベースで集計

（このほか、平成14年度から既存住宅を対象とした住宅性能表示制度を運用実施）

1,498
13,214

24,706

42,036

54,06158,217
61,94561,10965,550

77,166

93,278

9,749

48,457

68,939

95,178
109,177

137,077

193,562

156,341

134,547

71,291

100,303

1.9%

5.3%

8.2%

11.7%

13.7%

15.6%

19.9%
21.0%

19.3% 19.1%

23.6%

0
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新築住宅着工戸数比

●性能評価項目のイメージ
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住宅性能表示制度の概要



住宅省エネラベルの概要（H21年度～）

※１ 「住宅事業建築主が住宅の外壁、窓等を通しての熱の損失の防止及び住宅に設ける空気調和設備等に係るエネルギーの効率的利用のために特定住宅に必要とされる性
能の表示に関し講ずべき措置に関する指針」（平成21年国土交通省告示634号）

※２ 「特定住宅に必要とされる性能の向上に関する住宅事業建築主の判断の基準」（平成21年度経済産業省・国土交通省告示第2号）
※３ 「住宅に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準」（平成18年経済産業省・国土交通省告示第3号）又は、「住宅に係るエ

ネルギーの使用の合理化に関する設計、施工及び維持保全の指針」（平成18年国土交通省告示第378号）

登録建築物調査機関の評価を受けた上で
表示する場合（第三者評価）

建築主等が自ら性能を評価して
表示する場合（自己評価）

住宅事業建築主の判断の
基準に適合し、かつ、省エ
ネ判断基準※３にも適合す
る場合

住宅事業建築主の判断の
基準には適合するが、省エ
ネ判断基準には適合しな
い場合

住宅事業建築主の判断の基準に適合する場合、下記に従い、住宅省エネラベルを表示することが可能

●改正省エネ法第86条において、建築物の販売又は賃貸の事業を行う者は、一般消費者に対し省エネ性能

の表示に努めることとされたことから、本条に基づく告示※１を制定し、住宅事業建築主はその販売する戸建
住宅について住宅事業建築主の判断の基準※２に適合する旨の表示をすることができることとする。

普及状況※ H21年度 434戸
H22年度 6,015戸 ※登録建築物調査機関により適合性評価を受けた戸数を掲載 10




